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基本計画 章

令和4年11月08日施策評価シート

施策の目的

　消防施設の利活用の促進、統廃合及び長寿命化を図るため、「公共施設等総合管理計画」に基づき今後の消防・救
急需要を見据えた施設の総合的な整備を進めることを目的としています。

企画総務部　企画財政
課

1 消防署所の整備

消防施設の整備

施策名

トータルコスト(A)＋(E) 千円

施策を取り巻く現
況や市民ニーズ

等

　管内の消防署所は、消防広域化前と同じく5署14分署を配置し、あらゆる災害に対応していますが、消防施設の多く
が老朽化しており、修繕等を必要とする施設が増えています。こうした状況から消防施設としての機能を維持していくた
め、緊急度や優先度に応じて限られた財源を最適配分し、「公共施設等総合管理計画」及び「施設整備計画」に基づ
き、施設の整備と維持管理を行っています。

主担当部課名
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４．施策の評価

今後の課題

①消防施設整備事業では、今後10年間で消防庁舎の80％が築年数30年以上となり、高度成長期に建設された庁舎の一斉老朽化に伴い多
額の改修費用を要することが予想され、今まで以上に効率的かつ効果的な財政運営が必要になる。このため消防需要及び管内人口等の変
化に基づく施設整備の優先度を考慮し、施設整備に係る財政負担と効果を適正に見極め、地域の防災拠点としての機能強化を図る必要が
ある。
②消防施設管理事業（通信指令センター・各消防署）では、消防庁舎の多くが老朽化しており、修繕及び改修に係る経費の増加が懸念され
る。

今後の展開

①消防施設整備事業では、首都直下地震が今後30年以内に70％の確率で発生すると予測されているなか、施設整備計画を消防組合の総
合計画、公共施設等総合管理計画及び長期財政計画との整合性を図りつつ、施設の保全状態及び緊急度や重要度に応じて毎年度見直し
をするとともに、計画に基づく実施結果を報告することで、施設整備計画の信頼性の向上を図る。
②消防施設管理事業（通信指令センター・各消防署）では、通信指令センター及び各消防庁舎を地域の防災拠点として良好な状態で維持
保全するため、限られた財源を勘案し、緊急度や優先度に応じて計画的に修繕及び改修を実施していく。

指標の分析

　令和６年度までの目標値である整備計画件数24件に対し20件実施しており、整備件数は計画的に管理されている。

①消防施設整備事業では、令和3年度は経年劣化に対する機能回復を目的に「富岡分署屋上防水工事」の他、維持保全を目的に「西武分
署外壁塗装工事」を行った。
②消防施設管理事業（各消防署）では主なものとして、山口分署、三ケ島分署、柳瀬分署、藤沢分署、西武分署の仮眠室改修修繕を行い、
新型コロナウィルス感染症の職場内感染予防対策の強化を図った。
③今後、外壁改修工事を実施することに伴い、外壁等にアスベストの含有が疑われる施設を対象にアスベスト検体調査を行った。

これまでの主な取組と成果



５．構成事務事業の評価
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構成事務事業の
適応性

　消防施設の長寿命化を図るための消防施設整備事業及び消防施設管理事業の取り組みは、着実に進められ、成果が
みられた。よって、構成事務事業の適当性は高いものと評価する。
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